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新潟県市町村総合事務組合の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 

 ⑴ 人件費の状況（普通会計決算） 

区分 歳出額 Ａ 実質収支 人件費 Ｂ 
人件費率 (参考) 

Ｂ／Ａ 令和 4 年度の人件費率 

令和 

5 年度 

千円 千円 千円 ％ ％ 

7,982,918 323,368 3,474,066 43.5 68.1 

 

 ⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 職員数 Ａ 
給  与  費 1 人当たり給与費 

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ Ｂ／Ａ 

令和 

5 年度 

人 千円 千円 千円 千円 千円 

13 60,913 10,299 23,563 94,775 7,290 

 （注）1 職員手当には退職手当を含みません。 

    2 職員数については、令和 5 年 4 月 1 日現在の人数です。また、会計年度任用

職員は含まず、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）、定年

前再任用短時間勤務職員は在職していません。 

    3 給与費については、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 ⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

  ○ 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

(国比較ベース) 

当組合 51.3 歳 330,873 円 382,915 円 373,655 円 

新潟県 44.2 歳 332,538 円 412,564 円 364,814 円 

国 42.1 歳 323,823 円 ― 405,378 円 

 （注）1 「平均給料月額」とは、令和 6 年 4 月 1 日現在における職員の基本給の平均

です。 

   2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時

間外勤務手当などの全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与

実態調査において明らかにされているものです。 

     また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じ

ベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。 
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 ⑵ 職員の初任給の状況（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

区  分 当組合 新潟県 国 

一般行政職 
大学卒 196,200 円 202,400 円 196,200 円 

高校卒 166,600 円 170,900 円 166,600 円 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 ⑴ 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
1 号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

1 級 主事 0 人 0.0% 162,100 249,400 

2 級 主事 2 人 13.3% 208,000 305,200 

3 級 係長、主査、主任、専門員 3 人 20.0% 240,900 351,000 

4 級 課長補佐、副参事 5 人 33.3% 271,600 382,000 

5 級 事務局次長、課長、参事 3 人 20.0% 295,400 394,000 

6 級 事務局長、会計管理者 2 人 13.3% 323,100 411,300 

 （注）1 当組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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 ⑵ 昇給への人事評価の活用状況 

令和 6 年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ．人事評価を活用している ○ ○ 

 活用している昇給区分 
昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

 上位、標準、下位の区分 ○  ○  

 上位、標準の区分  ○  ○ 

 標準、下位の区分     

 標準の区分のみ     

ロ．人事評価を活用していない   

  活用予定時期   

４ 職員の手当の状況 

 ⑴ 期末手当・勤勉手当 

当組合 新潟県 国 

1 人当たり平均支給額 

（令和 5 年度） 

1 人当たり平均支給額 

（令和 5 年度） 

1,628 千円 

― 

1,571 千円 

（令和 5 年度支給割合）       （令和 5 年度支給割合）       （令和 5 年度支給割合）       

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

2.45 月分 2.05 月分 2.45 月分 2.05 月分 2.45 月分 2.05 月分 

(1.35)月分 (1.00)月分 (1.35)月分 (1.00)月分 (1.375)月分 (0.975)月分 

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級

による加算措置 

・役職加算  5～15％ 

・管理職加算 なし 

職制上の段階、職務の級

による加算措置 

・役職加算   5～20％ 

・管理職加算  15～25％ 

職制上の段階、職務の級

による加算措置 

・役職加算  5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

 （注） （ ）内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。 

〇勤勉手当への人事評価の活用状況 

令和 6 年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ．人事評価を活用している ○ ○ 

 活用している昇給区分 
支給可能

な成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能

な成績率 

支給実績が

ある成績率 

 上位、標準、下位の区分 ○  ○  

 上位、標準の区分  ○  ○ 

 標準、下位の区分     

 標準の区分のみ     

ロ．人事評価を活用していない   

 活用予定時期   
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 ⑵ 退職手当（令和 6 年 4 月 1 日） 

当組合 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年 

勤続 20年 19.6695 月分 24.586875 月分 勤続 20年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤続 25年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35年 39.7575 月分 47.709 月分 勤続 35年 39.7575 月分 47.709 月分 

最 高 限 度 47.709 月分 47.709 月分 最 高 限 度 47.709 月分 47.709 月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

（割増率 2％～20％） 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

（割増率 2％～45％）   

（退職時特別昇給 無し ）  

1 人当たり平均支給額 ― 千円 ― 千円    

 （注）1 令和５年度に退職した職員はいません。 

    2 「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢

に達した日以後その者の非違によることなく退職した場合を含みます。 

  

 ⑶ 地域手当（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

支給実績（令和 5 年度決算） 983 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（5 年度決算） 65,522 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

新潟県新潟市 1.5％ 15 人 3％ 

 

 ⑷ 時間外勤務手当 

支給実績（令和 5 年度決算） 2,164 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（令和 5 年度決算） 240 千円 

支給実績（令和 4 年度決算） 2,678 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（令和 4 年度決算） 268 千円 

 （注） 職員 1 人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和 5 年度

決算）」と同じ年度の 4 月 1 日現在の総職員数（制度上時間外勤務手当の支給

対象とはならない職員（管理職員等）を除く。）です。 
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 ⑸ その他の手当（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 
支給実績 

（令和 5 年度決算） 

支給職員 1人当たり 

平均支給年額 
（令和 5 年度決算） 

扶養手当 扶養親族のある職員に支給 

・子 月額 10,000 円 

(15～22 歳の子は 5,000 円加算) 

・その他 月額 6,500 円 

同 － 1,812 千円 259 千円 

住居手当 借家等に居住し家賃を支払ってい

る職員に支給（月額 28,000 円上限） 

・家賃 27,000 円以下 

月額＝家賃額－16,000 円 

・家賃 27,000 円超 

月額＝(家賃額－27,000 円) 

/ 2 ＋11,000 円 

同 － 210 千円 210 千円 

通勤手当 通勤距離が片道 2km 以上の職員に

支給 

・自動車等で通勤する場合 

 通勤距離に応じ、月額 2,000 円～

31,600 円 

・バス等の交通機関を利用して通勤

する場合 

当該交通機関に係る運賃等の

額（定期券又は回数券代） 

同 － 2,311 千円 154 千円 

管理職手当 参事以上の管理職員に支給 

・職務の級 6 級に属する職員 

1 種 49,900 円 

2 種 33,200 円 

・職務の級 5 級に属する職員 

1 種 47,600 円 

2 種 31,700 円 

異 支給率 

12/100 

 

国 

25/100 

2,801 千円 467 千円 

休日給 祝日及び年末年始の休日において

勤務した職員に支給 

・勤務 1 時間につき 

当該職員の時間単価×1.35 

同 － 支給実績 

なし 

－  

夜勤手当 深夜（22 時から翌日 5 時までの間）

に正規の勤務時間として勤務した

職員に支給 

・勤務 1 時間につき 

当該職員の時間単価×0.25 

同 － 支給実績 

なし 

－  

宿日直手当 宿日直勤務をした職員に支給 

・勤務 1 回につき 4,400 円 

（勤務時間 5 時間未満：2,200 円） 

同 － 支給実績 

なし 

－  

管理職員特

別勤務手当 

臨時又は緊急の公務のため、週休

日、祝日又は年末年始の休日に勤務

した管理職員に支給 

・勤務 1 回につき 

1 種 7,000 円 

2 種 6,000 円 

同 － 19 千円 10 千円 
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手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 
支給実績 

（令和 5 年度決算） 

支給職員 1人当たり 

平均支給年額 
（令和 5 年度決算） 

週休日等以外の日の午前 0 時から

午後 5 時までの間であって正規の

勤務時間以外の時間に勤務した管

理職員に支給 

・勤務 1 回につき 

  1 種 3,500 円 

  2 種 3,000 円 

  

５ 特別職の報酬の状況（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

 ○ 役員・議員 

区分 報酬額 

報酬 
管理者 

副管理者 

年額 

年額 

100 千円 

80 千円 

報酬 

議長 

副議長 

議員 

年額 

年額 

年額 

50 千円 

40 千円 

35 千円 

 

６ 職員数の状況 

 ⑴ 部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                      （各年 4 月 1 日現在） 

区  分 

部  門 

職員数（人） 対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和 5 年 令和 6 年 

普通会計 13 13 13 0  

公営企業等会計  2  2  2 0  

計 
15 

〔18〕 

15 

〔18〕 

0 

〔0〕 

 

 

 （注）1 職員数は、一般職に属する職員数です。 

    2 〔 〕内は、条例定数の合計です。 
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 ⑵ 年齢別職員構成の状況（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

 

区 分 
20 歳 

未満 

20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 
60 歳 

以上 

 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

計 

23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳  

職員数 

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

0 0 0 2 0 0 1 0 4 2 2 4 15 

 

 ⑶ 職員数の推移  

                             （単位：人・％） 

年度 

部門別 

令和

元年 

   

 2年 

   

 3年 

   

 4年 

   

 5年 

   

 6年 

過去 5 年間の

増減数（率） 

一般行政 12 13 13 13 13 13 1（8.3％） 

普通会計 計 12 13 13 13 13 13 1（8.3％） 

公営企業等会計 計 2 2 2 2 2 2 0（―） 

総 合 計 14 15 15 15 15 15 1（7.1％） 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 


